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　2019年度は， 3 つの成果を収めることができた。第 1 は，大坂研究員が中国の環境法関係者に対
して日本における法状況を中心としたレクチヤ―を行ったことである。国際協力事業団の依頼によ
るもので，法の統一化という面で，本研究の一端をなすものである。第 2 は，個別の研究報告であ
るが，芦野研究員は中国蘇州で開催された中国法学会民法研究会において，「建筑承包工程中的債
权确保手段」と題する報告を行った。また，大坂研究員は，アジア法社会学会において…Legal…
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Means…to…Solve…Troubles…Caused…by…a…Nuclear…Power…Plant…Accident：…Putting…the…Focus…on…
Victim…Compensation及び，Legal…and…Other…Problems…of…the…Environmental…Remediation…for…the…
Reconstruction…and…Revitalization…of…Fukushimaと題する報告を行った。第 3 は，後藤武秀・梁凌
詩ナンシー（編著）『粤港澳大湾区法制の基礎的研究（1）―基礎的資料―』（A…Fundamental…
Studies…on…Legislation…of… the…Guangdong-Hong…Kong-Macao…Greater…Bay…Area-Primary…Data…
Collection-,ACRI…Research…Paper…Series…14,ISBN978-4-904279-15-1）を刊行したことである。本
書は，粤港澳大湾区の基本資料を収録したものであり，各地区の人口動向，経済動向を統計によっ
て整理している。また，香港及びマカオ法に関する日本語文献目録を作成し収録した。さらに，論
文編では，後藤武秀「20世紀初期マカオ家族法における伝統中国法と西洋近代法の調整―「華人風
俗習慣法典」の紹介と分析―」，井上貴也「マカオ会社法の概要について」を収録している。
2020年度
　本年度は，珠江デルタ地帯の一角をなし，国家的投資により著しい経済発展を遂げつつあり，し
かもマカオと隣接していることから人的往来が活発化するようになってきた珠江市横琴地区にある
北京大学横琴校舎において現地開発局及びマカオ大学，マカオ都市大学の協力を得てシンポジウム
を開催する予定であったが，新型コロナウイルスの影響によりこれを開催することができなくなっ
た。また，香港においては，本年度初めより逃亡犯条例改正，そして国家安全維持法の香港への適
用を巡って混乱が続いており，これに輪をかけるように新型コロナウイルスが流行し始めたことか
ら，昨年度 2 月の調査においても十分な調査行動の自由が得られず，現地調査の成果を得ることが
できなかった。
　海外調査ができなかったことから，調査については日本国内の調査を進めることとした。
　また，研究報告については，オンライン報告が可能な学会で報告するにとどまった。
　まず，個別の研究成果として，大坂研究員は，「気候正義と訴訟」辻雄一郎・牛嶋仁・黒川哲志・
久保はるか編『アメリカ気候変動法と政策』（勁草書房，2021年 3 月公刊予定）を発表予定であり，
前年度の中国の法律家たちへのレクチャーの成果を活かすことができた。芦野研究員は，比較法学
的見地から，「建筑承包工程中的债权确保手段」第四届“担保物权法理论与实践”国际研讨会论文
集（2019年12月）に研究報告の成果を収め，また，「ドイツにおける新型コロナ大流行下での消費者・
事業者の保護」NBL1170号（2020年 5 月），「ドイツ法からみたデジタル・コンテンツおよびデジ
タル・サービス」Law&Technology89号（2020年10月），「ドイツにおける新型コロナ・パンデミッ
クの影響を緩和するための民法施行法の改正」東洋法学64巻 4 号（2020年12月刊行予定）の各論文
において，本共同研究の担当であるドイツ法との比較研究を進めた。井上研究員は，「香港会社法
判例解説―取締役制度に中心に―（仮題）」を本年度のプロジェクト冊子（ACRI　Research…
Paper）に収録する予定である。客員研究員として本プロジェクトに参加した朱大明は， 1 「21世
紀海洋シルクロード沿線国家の投資環境と会社法制」（中国語），清華大学出版社，2019年10月，「民
法の精義」（中国語），清華大学出版社2020年 6 月の単著のほか，「株主会計帳簿閲覧権の監督機構」，
北方法学（中国），2021年 1 号，2021.1，「中国会社法成立の源流考――日本法との関係を中心に」，
財経法学（中国），2021年 1 号，2021.1，「中国証券法における適合性原則と投資者保護」，武藏野
法学（日本），2020年第15号，2020.9，「日本における多重代表訴訟制度：妥協と平衡との下の立法」，
証券法苑，第29巻（中国），2020年11月，「中国における金融投資者保護の法理とその法制度の発展
方向」，池田眞朗教授古稀記念論文集（日本），慶応出版社，2020.3，「株主会計帳簿閲覧権の判例
評釈」，月旦民商法雑誌（台湾），2019年第12号，2019.12，「中国における信託投資商品の損失補て
んについて」，武藏野法学（日本），2019年第13号，2020.4を発表した。研究代表者である後藤研究
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員は，この地域の特徴的な小規模経営である合股について，資料調査を進めた。また，これに関連
して岩手県奥州市水沢区の後藤新平記念館を訪問，調査を進めた。その成果は，ACRI　Research…
Paperに収める予定である。
　次に，学会報告であるが，新型コロナウイルスの影響により，各学会とも当初予期したような形
での報告は不可能となった。そこで 9 月26日，地域文化学会第237回月例研究会において，後藤研
究員が「台湾における小規模商業組織としての合股について」と題してオンライン形式で報告を行っ
た。これには井上研究員がアドバイザーとして参加した。
岩手県奥州市水沢区の後藤新平記念館に隣接する後藤伯記念公民館。
写真左が後藤新平
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